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長居公園内売店管理運営業務仕様書 

 

１ 物件概要（現行の本市所有施設） 

   ※上記表中各項目の数値等は参考事項であり、その内容が現状と異なる場合は、全て現状

を優先する。 

   

２ 指定用途及び販売品目 

（１）指定用途 

都市公園法第２条第２項第７号及び、都市公園法施行令第５条第６項に規定する「便益

施設」に該当する売店として、用途を指定する。 

（２）販売品目 

    便益施設は、公園利用者の利便性向上のためのサービスを提供する施設であるため、公

園利用との関連性の低い品目や、公園の適正な管理に支障を及ぼすおそれのある品目のほ

か、青少年の健全な育成を阻害するおそれのある品目であると本市が判断する品目の販売

はできない。 

また、酒類の販売を行う場合は、年齢確認の徹底等により未成年者には販売しないこと。

飲酒運転につながらないよう、車両の運転の有無についても確認すること。 

販売禁止品目の例）たばこ、喫煙用具類、成人向け雑誌 等 

なお、販売品目について、本市に事前に提案の上、承認を得ること。また、本市がこれ

を求めた際には速やかに提出すること。 

     

 

記

号 
園内所在 

店舗面積 

(㎡) 
電気設備 ガス設備 

給排水 

設備 
電話線 

Ａ マラソンゲート横 178.00 低圧 都市ガス 有 有（回線のみ） 

Ｂ 
スポーツ総合情報

センター横 
75.00 低圧 都市ガス 有 有（回線のみ） 

Ｃ 

花と緑と自然の情

報センター内 

【レストラン】 

157.00 低圧 都市ガス 有 有（回線のみ） 

Ｄ 地下鉄長居口 54.00 低圧 ＬＰガス 

給水（配

管・ﾒｰﾀｰ工

事要す）排

水有 

有（回線のみ） 

Ｅ 運動場北 28.10 低圧 ＬＰガス 有 有（回線のみ） 

Ｆ 相撲場横 32.40 低圧 なし 有 有（回線のみ） 

Ｇ 植物園前 40.17 低圧 ＬＰガス 有 有（回線のみ） 

Ｈ 植物園園芸売店 289.86 低圧 なし 有 有(回線のみ) 
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３ 販売価格の設定・収入 

商品の販売価格は公園利用者の利便性等に配慮し、良質な商品を適切な価格で提供できる

よう指定管理事業者が定め、これを指定管理事業者の収入とすることができる。 

   なお、販売品目や販売価格について、本市がこれを求めた際には速やかに提出すること。 

 

４ 設備等の継承及び新設等 

本市所有の売店施設 

本市所有の売店を引き続き運営する場合、都市公園法第５条の規定に基づき、公園施設管

理許可申請を行わなければならない。その場合、本市所有設備等については、原則として現

状のまま指定管理事業者へ引き継ぐが、その他の設備・機器等の継承又は変更・新設を行う

場合は、それぞれ次のとおり取り扱うこととする。 

ア 機器等の承継 

各売店は、都市公園法に基づき、本市が現指定管理者に対して運営管理を許可しており、

現指定管理者の負担によって指定期間終了まで各売店の運営管理が行われる予定である。 

現指定管理者が、許可の範疇で売店内に設置した機器等については、現指定管理者への

許可期間終了後、指定管理事業者と現指定管理者が協議の上、合意した場合に限って、当

該機器等を引き継いで使用することができるものとする。 

    また、引き継いだ当該機器等が、売店等施設の一部に変更を加え、施設と一体構造を成

しているものである場合は、当該機器等の引き継ぎを受けた旨の文書を本市に提出し、承

認を得なければならない。 

なお、引き継ぎ等に要する諸経費は指定管理事業者の負担とする。また、指定期間開始

時から売店の運営ができるよう適宜準備作業を進め、可能な限り 2021 年４月１日より運営

を開始すること。 

イ 機器等の変更・新設等 

指定管理事業者が現指定管理者から機器等を引き継がない場合は、原状回復の一環とし

て、現指定管理者により自らが設置した全ての機器等が撤去されることから、指定管理事

業者は、本市と事前に協議の上、新たに売店等運営に必要な機器等を設置することができ

るものとする。ただし、当該機器等が、売店等施設の一部に変更を加え、施設と一体構造

を成すものとなる場合は、本市に事前に機器等の設置方法等に関する文書を提出し、承認

を得なければならない。 

 また、本市所有の設備等を撤去等する場合は、撤去等を行う対象となる設備等を明確に

し、事前に本市と協議の上、承認を得なければならない。 

 

５ 原状回復 

   機器等を新設・変更した場合は、本市が指定する期日までに指定管理事業者の費用負担に

より原状回復の上、売店を返還しなければならない。原状回復の方法及び程度については本

市に事前協議を行い、承認を得ること。 

 

６ その他 

（１）品目の販売に当たって法令等の許認可等を要する場合は、指定期間中、当該許認可等を有

していること。 

（２）本件売店の運営によって発生した廃棄物は、指定管理事業者の責任において適切に回収・

処分すること。販売した物品のごみを購入者が店舗まで持ってきた場合は、回収し処分する

こと。売店周囲の清掃についても、指定管理事業者によって実施すること。売店での購入者

以外の者が放置したごみについても、指定管理事業者の責任において適切に回収・処分する
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こと。廃棄物の保管場所については、店舗面積以外の区域内に設置することができる。 

（３）衛生管理及び感染症対策については、関係法令等を遵守するとともに徹底を図ること。 

（４）本件売店の管理運営に当たっては公園利用者のニーズを的確に把握し、優良なサービス提

供に努めるとともに、本件売店に関する問い合わせ及び苦情については指定管理事業者の責

任において迅速かつ丁寧に対応すること。 

（５）路上喫煙防止条例等を踏まえ、建物（店舗）内は全面禁煙或いは喫煙室の設置を行うもの

とし、受動喫煙の防止を徹底すること。 

（６）自動販売機の設置については、この仕様に定めるもののほか、別途定める「資料Ⅹ-３ 清

涼飲料水自動販売機の設置に関する仕様書」のうち、「２ 設置条件等」「３ 設置許可上の

制限」「４ 原状回復」を遵守すること。 

ただし、自動販売機を建物（売店）内部に設置する場合は、「２ 設置条件等」のほか、「３ 

設置許可上の制限」の（２）のうちビン類での販売、及び（３）（６）について、適用除外と

する。 

（７）建物（売店）内部のほか、建物壁面に接する箇所において、本市と事前協議の上承認を得

て、売店における商品販売の一形態として、自動販売機を設置することができる。ただし、

自動販売機において酒類の販売を行うことはできない。なお、新たに設置する自動販売機が

管理許可承認施設の垂直投影面積内に収まる場合、都市公園法に基づく公園施設設置許可を

要しない。  

 


